２０１０年１２月１０日道本部HP（【本部情報】定年延長の「意見の申出」検討状況と対応について）

２０１０．１２．９

公務労協高齢施策検討委員会

定年延長の「意見の申出」に向けた検討状況と対応について

１．人事院の検討状況 

(1) 人事院は、昨年の報告で「定年延長については、年金支給開始年齢の段階的引上げに対応して平成25年度から実施する必要があり、また、その実施のための十分な準備期間等を考慮すると、平成23年中には法制整備を図ることが必要である。このため、本院としては、平成22年中を目途に具体的な立法措置のための意見の申出を行うことができるよう、関係各方面と意見交換を重ねながら鋭意検討を進めていく」と、本年の報告では「今回示した制度見直しの骨格に基づき、今後とも関係各方面と幅広く意見交換を重ねながら更に検討を進め、本年中を目途に成案を得て具体的な立法措置のための意見の申出を行う」ことを明らかにしていた。

(2) 人事院は、年内意見の申出に向け、関係者との議論を行うこととし、公務員連絡会との間では9月29日に第1回非公式協議がもたれ、その際、「高齢期雇用問題に関する今後の検討項目とスケジュール（メモ）」「定年制度見直しに関する検討のポイント」「加齢に伴い就労が厳しくなる職種の取扱いに関する検討のポイント」「短時間勤務制に関する検討のポイント」「その他関連事項に関する検討のポイント（案）」を提示された。10月7日の第2回協議ではこれらのポイント等について公務員連絡会として公務労協の考え方を提起し、15日の第3回協議では人事院の回答が示されるとともに、「意見の申出に向けた措置要綱案は11月中には出さないといけない」との考えが示された。

(3) 公務労協は10月5日に開催した高齢雇用施策検討委員会で、措置要綱案が提示された場合には、要綱案及び要綱案に対する要求事項について組織討議を行い、それを踏まえ、意見の申出に向けた最終的な要求書を公務員連絡会として人事院に提出することを確認してきた。

(4) しかし、11月12日の人事院内の検討会議で議論がまとまらず、19日に改めて議論が行われ、年内に意見の申出を行うことは厳しいとの判断に至った模様である。そして、24日に公務員連絡会が2011年度基本要求を提出した際、人事院から「現時点でさらに検討を深める事項があり、引き続き職員団体や各府省と意見交換を行っている。極めてタイトで厳しいが、今年中に意見の申出を行うという目標は変えず努力していく」との考えが示され、年内に意見の申出を行うことは厳しいことが明らかになった。

　　人事院は、この日の交渉で「平成25年４月から年金支給開始年齢が引上げられるというゴールは決まっており、定年延長で年金と雇用を接続するという人事院の考えに変わりはない」ことを確認しているが、「年内は厳しい」という判断をするに至った背景には、各府省の検討状況等があることをきちんと受け止めておく必要がある。

２．今後の対応 

(1) 2013年度から段階的に定年延長を行うためには相応の準備期間が必要であることから、そこから逆算して、本年中の意見の申出がめざされたことを踏まえれば、早期の意見の申出が必要であり、当面、公務員連絡会の基本要求に対する交渉（回答交渉は17日を予定）を通じて追求していくこととする。

(2) 措置要綱案等が提示された場合には、公務労協高齢施策検討委員会として要求事項を取りまとめ、公務員連絡会を通じて人事院に提出し、その実現をめざす。

(3) 意見の申出が行われた場合には、政府に対し、法改正に直ちに着手し、関係法案の早期国会提出に向け、われわれと十分交渉・協議、合意することを求める。

(4) 定年延長をわかりやすく解説することにより組合員の理解を深めるとともに、われわれの取組み方針を提起するため、第15回委員会で確認したパンフレットを作成する。

以上

